
勤労者が安心して、意欲を持って働き続けられる労働環境づくりをめざす。

平成２７年度からは、月１回の社会保険労務士による相談をクーポン制にしたことにより、市内の社会保険労
務士へいつでも相談できる体制を整えている。複雑化・多様化する雇用・労働問題解決に向けた身近な地域の
相談窓口として、より多くの市民に利用いただけるよう事業の周知を図る。今後の

方向性

雇用の促進と安定を図る勤労者
元気創造都市

施
策
の
大
綱

環境経済部産業観光課

事業： 勤労者対策事業 1359

14

整理
番号

施策分野(節) 施　　　　　策まちづくりの目標(章)

01第3章

目

的

総合
評価

妥当性

効率性

有効性

施策に
対する
貢献度

A

各種の労働問題に対応し、勤労者の労働環境の安定と向上を図ってい
る。A

勤労者の労働課題解決の一助となっている。今後も、より多くの勤労者を
支援するため、事業の周知に努める。

A
A

A

目

標

より多くの勤労者の労働環境の安定と向上を図る。

事業費（決算額）・財源

所管課

事業費（決算額）

総コスト

財
源
内
訳

平成27年度 平成26年度 増　減

平成27年度 平成26年度 増　減

職員数

再任用職員数

一般財源

4,160

284

0.50

0.00

239

0

0

45

一人あたり

世帯あたり 88

38

参
考

(円)

(円)

(人)

(人)

コスト情報・従事職員数

485

433

0

0

52

4,326

0.50

0.00

91

39

-201

-194

0

0

-7

-166

0.00

0.00

-3

-1

国府支出金

地方債

その他特定財源

事業の概要

評価

平成26年度

 (千円)

 (千円)

 (千円)

 (千円)

 (千円)

 (千円)

平成27年度

評
価
理
由

評
価
理
由

総合
評価

妥当性

効率性

有効性

施策に
対する
貢献度

B

A

B
A

A

人件費

公債費

内
訳

3,876

0

事業費（決算額） 284

3,841

0

485

35

0

-201 (千円)

 (千円)

 (千円)
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